
 

 

平成３０年６月２２日 

日南町議会 

議長 村上 正広 様 

 

行政調査特別委員会 

委員長 古都 勝人 

 

 

委員派遣承認要求書 

 

本委員会は、次のとおり委員を派遣することに決定したので、承認されるよう日南

町議会会議規則第７４条の規定により要求します。 

 

記 

 

１．期  日  平成３０年７月９日～１１日 

 

２．場所及び調査事例 

（１）新潟県弥彦村 

・モンゴル国との国際交流事業について 

・農産物直売所及び加工施設の運営について 

（２）群馬県上野村 

・観光施策について 

・道の駅上野の運営について 

（３）ＮＰＯ法人 ふるさと回帰支援センター 

・移住定住に関する全国的な動向について 

（４）スマートアグリ・ソリューション 2018 

  ・スマート農業の最新技術について 

 

３．経  費  予算の範囲内 

 

４．派遣委員  委員全員（１１人） 





議案第53号

平成平成平成平成30303030年度日南町一般会計補正予算年度日南町一般会計補正予算年度日南町一般会計補正予算年度日南町一般会計補正予算（（（（第第第第2222号号号号））））

平成30年度日南町の一般会計補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ30,649千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ6,452,612千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額ならびに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。

（債務負担行為の補正）

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。

平成30年6月19日提出

鳥取県 日南町長 増 原 聡



歳　入 㸦༢位：千㸧

款 項 補正前の額 補正額 計

13 国庫支出金 467,451 △107,782 359,669

1 国庫㈇担金 176,930 1,593 178,523

2 国庫補助金 285,659 △109,375 176,284

14 県支出金 845,180 74,864 920,044

2 県補助金 629,479 74,864 704,343

17 繰入金 160,154 33,450 193,604

2 基金繰入金 160,154 33,450 193,604

18 繰越金 43,000 44,117 87,117

1 繰越金 43,000 44,117 87,117

20 町債 1,029,519 △14,000 1,015,519

1 町債 1,029,519 △14,000 1,015,519

歳               入               合               計 6,421,963 30,649 6,452,612

1  医一般会計)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第 㸯 表      歳  入  歳  出　予  算  補  正



歳　出 㸦༢位：千㸧

款 項 補正前の額 補正額 計

2 総務費 856,419 1 856,420

1 総務管理費 786,936 1 786,937

3 民生費 1,105,522 3,338 1,108,860

1 社会福祉費 750,752 152 750,904

3 生活保護費 86,643 3,186 89,829

4 衛生費 956,379 14,450 970,829

4 病院費 366,502 14,450 380,952

6 農林水産業費 1,336,525 10,860 1,347,385

1 農業費 914,186 24,060 938,246

2 林業費 422,339 △13,200 409,139

9 消防費 510,976 2,000 512,976

1 消防費 510,976 2,000 512,976

歳               出               合               計 6,421,963 30,649 6,452,612

2  医一般会計)



 3　 （一般会計）

（追加）

事　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間

続日南町史編集校正印刷製本等業務 平成31年度 12,000

第第第第２２２２表表表表　　　　債務負担行為補正債務負担行為補正債務負担行為補正債務負担行為補正

（単位　千円）

限　　　度　　　額



（変更） （単位　千円）

限度額 起債の方法 利　    率 償 還 の 方 法 限度額 起債の方法 利　    率 償還の方法

過 疎 対 策 事 業 400,600

証書借入又

は証券発行

10％以内（ただし、利率

見直し方式で借り入れる

資金について利率の見直

しを行った後において

は、当該見直し後の利

率）

 政府その他の資金の借

入れについては、その融

資条件による。ただし書

当初に同じ

384,600

補正前に同

じ

補正前に同

じ

補正前に同

じ

過疎地域自立促進特別事業 153,000 同上 同上 同上 155,000 同上 同上 同上

合　　　計 553,600 539,600

第第第第３３３３表表表表　　　　地 方 債 補 正地 方 債 補 正地 方 債 補 正地 方 債 補 正

起 債 の 目 的

補　　　　　　　正　　　　　　　前 補　　　　　　　正　　　　　　　後

 4　 （一般会計）





平成30年度日南町一般会計補正予算平成30年度日南町一般会計補正予算平成30年度日南町一般会計補正予算平成30年度日南町一般会計補正予算（（（（第2号第2号第2号第2号））））にににに関関関関するするするする説明書説明書説明書説明書



㸯　総　括
㸦歳　入㸧 㸦༢位：千㸧

款 補正前の額 補正額 計

13 国庫支出金 467,451 △107,782 359,669

14 県支出金 845,180 74,864 920,044

17 繰入金 160,154 33,450 193,604

18 繰越金 43,000 44,117 87,117

20 町債 1,029,519 △14,000 1,015,519

　　　　 歳          入          合          計 6,421,963 30,649 6,452,612

1  医一般会計)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書



㸦歳　出㸧 㸦༢位：千㸧

補　正　額　の　㈈　源　ෆ　訳

款 補正前の額 補正額 計 特　　　　定　　　　㈈　　　　源

国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

2 総務費 856,419 1 856,420 △5,342 5,343

3 民生費 1,105,522 3,338 1,108,860 1,593 1,745

4 衛生費 956,379 14,450 970,829 14,450

6 農林水産業費 1,336,525 10,860 1,347,385 △29,169 △16,000 19,000 37,029

9 消防費 510,976 2,000 512,976 2,000

 歳     出     合     計 6,421,963 30,649 6,452,612 △32,918 △14,000 33,450 44,117

一 般 ㈈ 源

2  医一般会計)



㸰　歳　入

㸦款㸧 13  国庫支出金                              㸦項㸧 1  国庫㈇担金 㸦༢位：千㸧

節

༊　　　　　分 金　　額

  3 民生費国庫㈇担金 176,784 1,593 178,377   1 社会福祉費㈇担金 1,593 生活困窮者自立支援事業費国庫

㈇担金 1,593

　 　　計 176,930 1,593 178,523

㸦款㸧 13  国庫支出金                              㸦項㸧 2  国庫補助金

  6 農林水産業費国庫補助金 136,019 △109,375 26,644   2 林業費補助金 △109,375 林業成長産業化地域創出モࢹル事業

補助金 △109,375

　 　　計 285,659 △109,375 176,284

㸦款㸧 14  県支出金                                㸦項㸧 2  県補助金

  6 農林水産業費県補助金 524,065 74,864 598,929   1 農業費補助金 3,401 がんばる農家プラン事業費補助金 △2,942

経営体育成支援事業補助金 3,343

青年就農給付金事業補助金 3,000

  2 林業費補助金 71,463 林業成長産業化総合対策補助金 71,463

　 　　計 629,479 74,864 704,343

㸦款㸧 17  繰入金                                  㸦項㸧 2  基金繰入金

  5 畜産センター基金繰入金 0 19,000 19,000   1 畜産センター基金繰入 19,000 畜産センター基金繰入金 19,000

金

 22 地域་療総合確保基金繰入 63,160 14,450 77,610   1 地域་療総合確保基金 14,450 地域་療総合確保基金繰入金 14,450

金 繰入金

　 　　計 160,154 33,450 193,604

3  医一般会計)

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



㸦款㸧 18  繰越金                                  㸦項㸧 1  繰越金 㸦༢位：千㸧

節

༊　　　　　分 金　　額

  1 繰越金 43,000 44,117 87,117   1 繰越金 44,117 前年度繰越金 44,117

　 　　計 43,000 44,117 87,117

㸦款㸧 20  町債                                    㸦項㸧 1  町債

 12 過疎債 553,600 △14,000 539,600   1 過疎債 △14,000 過疎対策事業債 △16,000

過疎地域自立促進特別事業債 2,000

　 　　計 1,029,519 △14,000 1,015,519

4  医一般会計)

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



㸱　歳　出

㸦款㸧 2  総務費                                   㸦項㸧 1  総務管理費 㸦༢位：千㸧

補 正 額 の ㈈ 源 ෆ 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　㈈　　源 説　　　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 ༊　　分 金　額

 10 諸費 383,601 1 383,602 △5,342 5,343  19 ㈇担金補助及 1 地方振興㈇担金管理事務 1　

び交付金 地域振興センター管理事務

  

　計 786,936 1 786,937 △5,342 5,343

㸦款㸧 3  民生費                                   㸦項㸧 1  社会福祉費

  1 社会福祉総 321,190 152 321,342 152  13 委託料 152 支え愛ネッࢺワーク構築事業 152　

務費

　計 750,752 152 750,904 152

㸦款㸧 3  民生費                                   㸦項㸧 3  生活保護費

  1 生活保護総 18,348 3,186 21,534 1,593 1,593  13 委託料 3,186 生活保護総務費 3,186  

務費

　計 86,643 3,186 89,829 1,593 1,593

㸦款㸧 4  衛生費                                   㸦項㸧 4  病院費

  1 病院費 366,502 14,450 380,952 14,450  19 ㈇担金補助及 14,450 病院運営事業 14,450  

び交付金

　計 366,502 14,450 380,952 14,450

5  医一般会計)

節

一般㈈源



㸦款㸧 6  農林水産業費                             㸦項㸧 1  農業費 㸦༢位：千㸧

補 正 額 の ㈈ 源 ෆ 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　㈈　　源 説　　　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 ༊　　分 金　額

  2 農業総務費 128,074 3,000 131,074 3,000  19 ㈇担金補助及 3,000 農業後継者育成対策事業 3,000　

び交付金

  3 農業振興費 502,500 0 502,500 401 △401 㸰㸯世紀水田農業確立対策事業

  

  4 畜産業費 6,010 19,060 25,070 19,000 60  13 委託料 1,060 畜産振興対策事業 19,060  

 19 ㈇担金補助及 18,000

び交付金

  6 山村振興費 20,727 2,000 22,727 2,000  15 工事請㈇費 2,000 山村振興一般対策事務 2,000  

　計 914,186 24,060 938,246 3,401 2,000 19,000 △341

㸦款㸧 6  農林水産業費                             㸦項㸧 2  林業費

  2 林業振興費 265,883 △30,200 235,683 △32,570 △33,800 36,170  11 需用費 206 森林保全総合対策事業 91,345　

 19 ㈇担金補助及 △30,406 日༡町林業成長産業化モࢹル事業 △121,545　

び交付金

  3 林道費 107,633 17,000 124,633 15,800 1,200  13 委託料 17,000 林道新設改良事業 17,000  

　計 422,339 △13,200 409,139 △32,570 △18,000 37,370

6  医一般会計)

節

一般㈈源



㸦款㸧 9  消防費                                   㸦項㸧 1  消防費 㸦༢位：千㸧

補 正 額 の ㈈ 源 ෆ 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　㈈　　源 説　　　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 ༊　　分 金　額

  4 災害対策費 340,682 2,000 342,682 2,000  19 ㈇担金補助及 2,000 防災対策事業 2,000  

び交付金

　計 510,976 2,000 512,976 2,000

7  医一般会計)

節

一般㈈源



　　　　　（単位　千円）

期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 地　方　債 そ　の　他

続日南町史編集校正印刷製本等業

務

12,000 － － 平成31年度 12,000 12,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　債務負担行為債務負担行為債務負担行為債務負担行為でででで翌年度以降翌年度以降翌年度以降翌年度以降にわたるものについてのにわたるものについてのにわたるものについてのにわたるものについての
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前年度末前年度末前年度末前年度末までのまでのまでのまでの支出額又支出額又支出額又支出額又はははは見込見込見込見込みみみみ及及及及びびびび当該年度以降当該年度以降当該年度以降当該年度以降
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のののの支出予定額等支出予定額等支出予定額等支出予定額等にににに関関関関するするするする調書調書調書調書

事　　　　　　項 限　度　額

一般財源

前 年 度 末 ま で の

支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の

支   出   予  定  額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源

 8 　（一般会計）



 9　　（一般会計）

（一般会計） 　　　　　　　(単位　千円）

当 該 年 度 中

起債見込額、補正額

当 該 年 度 中

元 金 償 還 見 込 額

〔△14,000〕 〔△14,000〕

１．普　通　債 5,950,641 5,989,426 1,029,519 547,680 6,471,265

① 土 木 112,884 90,797 0 28,467 62,330

② 衛 生 36,083 30,286 0 4,237 26,049

③ 農 林 水 産 45,191 23,967 0 13,565 10,402

④ 公 有 林 18,620 13,932 0 4,765 9,167

⑤ 防 災 86,621 89,745 357,100 6,384 440,461

⑥ 学 校 48,716 40,050 0 6,396 33,654

〔△16,000〕 〔△16,000〕

⑦ 過 疎 3,875,161 4,011,149 400,600 321,623 4,090,126

〔2,000〕 〔2,000〕

⑧ 過 疎 地 域 自 立 促 進 484,657 568,929 153,000 37,255 684,674

⑨ 臨 時 財 政 特 例 債 2,488 0 0 0 0

⑩ 地域総合整備事業債 0 0 0 0 0

⑪ 減税補填・臨時税収 1,237,420 1,120,571 118,819 124,988 1,114,402

補填・臨時財政対策債

⑫ 総 務 2,800 0 0 0 0

地方債地方債地方債地方債のののの前々年度末前々年度末前々年度末前々年度末におけるにおけるにおけるにおける現在高並現在高並現在高並現在高並びにびにびにびに前年度末及前年度末及前年度末及前年度末及びびびび
当該年度末当該年度末当該年度末当該年度末におけるにおけるにおけるにおける現在高現在高現在高現在高のののの見込見込見込見込にににに関関関関するするするする調書調書調書調書

区　　　　　　分 前 々 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額



（一般会計） 　　　　　　　(単位　千円）

当 該 年 度 中

起債見込額、補正額

当 該 年 度 中

元 金 償 還 見 込 額

区　　　　　　分 前 々 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額

２．災　害　復　旧　債 78,599 62,253 0 12,791 49,462

① 土 木 78,599 62,253 0 12,791 49,462

② 農 林 水 産 0 0 0 0 0

③　そ の 他 0 0 0 0 0

△ 14,000 △ 14,000

1,029,519 560,471 6,520,727

6,029,240 6,051,679 1,015,519 560,471 6,506,727

補　　　正　　　額

補　正　前　の　額

合　　　　　　　計

 10　　 （一般会計）



・・・ 1

・・・ 1

・・・ 3

・・・ 6

農 林 課

補正予算説明附属資料

一 般 会 計

福 祉 保 健 課

総 務 課

6月　日南町議会定例会࠰成30

建 設 課



ᖹ成 30 ᖺ度ࠉ一般会計補ṇ予算医第「号)説明資料

消防費ࠉ款ࠉ09

総ࠉ務ࠉ課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 340,282 3,900 329,000 2,000 5,382

補ࠉṇࠉ額 2,000 0 2,000 0 0

補ṇ後ࡢ額 342,282 3,900 331,000 2,000 5,382

○ 事業説明

○ 執行経費

2,000 千

○ ㈈源

町債㸦過疎地域自立ಁ進特別事業債㸧 2,000 千

0」 款ࠉ民生費

福祉保健課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 6,823 2,000 0 0 4,823

補ࠉṇࠉ額 152 0 0 0 152

補ṇ後ࡢ額 6,975 2,000 0 0 4,975

○ 事業説明

○ 執行経費

委託料 152 千

備ࠉ考

防災対策事業ࠉ1044

避難所整備事業ࡘい࡚ࠊ当初見込みࡾࡼ補助金交付要望ࡀ増加ࡋたたࠊࡵ増額補ṇࢆ行うࠋ
交付要望件数：7件

㈇担金補助及び交付金

01 項ࠉ消防費

04 目ࠉ災害対策費

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳
備ࠉ考

01 項ࠉ社会福祉費

01 目ࠉ社会福祉総務費

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ 金ࠉ額

1539

支え愛ネッࢺワ࣮ク構築事
業

高齢者見守ࡾシスࢸム設置委託料追加4ࠉ件ศ医見込み)

」5,000×4件×1.08＝151,「00

－1－



ᖹ成 30 ᖺ度ࠉ一般会計補ṇ予算医第「号)説明資料

0」 款ࠉ民生費

福祉保健課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 18,348 608 0 0 17,740

補ࠉṇࠉ額 3,186 1,593 0 0 1,593

補ṇ後ࡢ額 21,534 2,201 0 0 19,333

○ 事業説明

○ 執行経費

委託料 3,186 千

○ ㈈源

国庫支出金㸦生活困窮者自立支援事業費国庫補助金医1/「)㸧 1,593 千

04 款ࠉ衛生費

福祉保健課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 366,502 2,499 0 71,645 292,358

補ࠉṇࠉ額 14,450 0 0 14,450 0

補ṇ後ࡢ額 380,952 2,499 0 86,095 292,358

○ 事業説明

ᖹ成」0ᖺ度ࡽ新た副院長ࢆ採用ࠊࡋ後ࡢ病院運営ࡢ基盤整備་師確保ࢆ行うࠋ

○ 執行経費

㈇担金補助及び交付金㸦病院事業会計㈇担金㸧 14,450 千

○ ㈈源

繰入金㸦地域་療総合確保基金㸧 14,450 千

生活保護制度改ṇࡿࡼシスࢸム改修

0」 項ࠉ生活保護費

01 目ࠉ生活保護総務費

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

04 項ࠉ病院費

01 目ࠉ病院費

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

備ࠉ考

病院運営事業ࠉ06「1

備ࠉ考

生活保護総務費ࠉ1506

－「－



ᖹ成 30 ᖺ度ࠉ一般会計補ṇ予算医第「号)説明資料

農林水産業費ࠉ款ࠉ06

農ࠉ林ࠉ課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 63,840 12,031 0 1,440 50,369

補ࠉṇࠉ額 3,000 3,000 0 0 0

補ṇ後ࡢ額 66,840 15,031 0 1,440 50,369

○ 事業説明

○ 執行経費

㈇担金補助及び交付金 農業次世代人ᮦ投資資金㸦過ᖺ度ศ㸧ࡢ追加 3,000 千

750千×4人=」,000千ࠉ

○ ㈈源

県支出金㸦農業次世代人ᮦ投資資金㸦補助率10/10㸧㸧 3,000 千

農林水産業費ࠉ款ࠉ06

農ࠉ林ࠉ課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 48,899 22,343 8,900 0 17,656

補ࠉṇࠉ額 0 401 0 0 △ 401

補ṇ後ࡢ額 48,899 22,744 8,900 0 17,255

○ 事業説明

○ 執行経費

㈇担金補助及び交付金 減額ࡢ農家プࣛン事業ࡿࡤࢇࡀ࣭ △ 」,」4」 千

࣭経営体育成支援事業ࡢ追加 3,343 千

○ ㈈源

県支出金㸦鳥取県ࡿࡤࢇࡀ農家プࣛン事業費補助金㸦県：1/」㸧㸧 △ 「,94「 千

国庫支出金㸦鳥取県経営体育成事業補助金㸦国：1/」ࠊ一部1/「㸧㸧 3,343 千

01 項ࠉ農業費

0」 目ࠉ農業振興費

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

備ࠉ考

1世紀水田農業」ࠉ1146
確立対策事業ࠉࠉࠉ

ࡢ農家プࣛン事業ࠖࡿࡤࢇࡀࠕࡣ当初ࠊい࡚ࡘ導入要望ࡢクタ࣮等ࣛࢺࡿࡼ認定農業者ࠉ
活用ࢆ想定࡚ࡋいたࠊࡀ県ࡢ㈈源足伴い国事業ࠕࡢ経営体育成支援事業ࠖࡢ活用ษࡾ替
えたࠋそࡢ配ศ通知ࡀ㸲᭶あࡗたたࠊࡵ歳入補ṇࢆ行うࠋ

農業後⥅者育成ࠉ1140
対策事業ࠉࠉࠉ

ࡗ࡞ࢀࡽࡵ認H「9ᖺ度実績ࠊࡾࡼ遅延ࡢ振込処理ࡢ対象者へࠊい࡚ࡘH「9ᖺ度交付ศࠉ
たࠋ対象者ࡽ返還ࢆ求ࠊࡵH」0ᖺ度事業含ࡿࡵ手⥆ࢆࡁ行い再交付ࡿࡍたࠊࡵ過ᖺ度交付ศ
ࠋ行うࢆい࡚補ṇࡘ

01 項ࠉ農業費

0「 目ࠉ農業総務費

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

備ࠉ考

－」－



ᖹ成 30 ᖺ度ࠉ一般会計補ṇ予算医第「号)説明資料

農林水産費ࠉ款ࠉ06

農ࠉ林ࠉ課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 6,010 2,466 1,000 1,037 1,507

補ࠉṇࠉ額 19,060 0 0 19,000 60

補ṇ後ࡢ額 25,070 2,466 1,000 20,037 1,567

○ 事業説明

○ 執行経費

委託料 1,060 千

日༡町畜産センタ࣮廃棄物撤去委託料

㈇担金補助及び交付金 18,000 千

日༡町畜産センタ࣮機能向ୖ施設整備補助金

○ ㈈源

繰入金㸦畜産センタ࣮基金繰入金㸧 19,000 千

農林水産費ࠉ款ࠉ06

農ࠉ林ࠉ課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 20,727 0 4,200 202 16,325

補ࠉṇࠉ額 2,000 0 2,000 0 0

補ṇ後ࡢ額 22,727 0 6,200 202 16,325

○ 事業説明

ࠉ

○ 執行経費

工事請㈇費 フࣛワ࣮センタ࣮給水工事 2,000 千

○ ㈈源

町債㸦過疎債㸧 2,000 千

01 項ࠉ農業費

04 目ࠉ畜産業費

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ

畜産振興対策事業ࠉ1165

ࡢた施設補修費用ࡋ目的ࢆ機能強化ࡢ施設ࠊ伴い変更ࡢ利用業者ࡢ日༡町畜産センタ࣮ࠉ
補助ࢆ行うࡶ用物品ࡢ࡞処ศࢆ行うࠋ

01 項ࠉ農業費

06 目ࠉ山ᮧ振興費

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

日༡邑ࠊ共ࡿ図ࢆ利便性向ୖࡢ施設ࡋ整備ࢆ給水設備新たフࣛワ࣮センタ࣮大温室ࠉ
ࠋࡿ図ࢆ利用率向ୖࡢ

金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

備ࠉ考

備ࠉ考

山ᮧ振興一般対策事ࠉ1168
務ࠉࠉࠉ

－4－



ᖹ成 30 ᖺ度ࠉ一般会計補ṇ予算医第「号)説明資料

農林水産業費ࠉ款ࠉ06

農ࠉ林ࠉ課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 24,134 12,243 0 2,751 9,140

補ࠉṇࠉ額 91,345 55,555 0 0 35,790

補ṇ後ࡢ額 115,479 67,798 0 2,751 44,930

○ 事業説明

○ 執行経費

㈇担金補助及び交付金 林業機械࣮ࣜス支援事業補助金 88,889 千

日༡町新植経費補助金 2,456 千

○ ㈈源

県支出金㸦森林整備࣭林業等振興推進交付金㸧 55,555 千

農林水産業費ࠉ款ࠉ06

農ࠉ林ࠉ課

医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 140,581 94,375 40,800 0 5,406

補ࠉṇࠉ額 △ 1「1,545 △ 88,1「5 △ 」」,800 0 380

補ṇ後ࡢ額 19,036 6,250 7,000 0 5,786

○ 事業説明

○ 執行経費

需用費㸦電気ࠊ水道ࠊୗ水道料㸧 206 千

㈇担金補助及び交付金 高性能林業機械導入事業等 △ 1「1,751 千

○ ㈈源

国庫支出金ࠉ林業成長産業化総合対策補助金 △ 94,」75 千

事業㸦高性能林業機械導入事業㸧ࢻハ࣮ࠉ  △ 84,」75 千

事業ࢺソフ ࠉ △ 10,000 千

県支出金ࠉ林業成長産業化総合対策補助金 6,250 千

事業ࢺソフ  ࠉ

町債㸦過疎債㸧 △ 」」,800 千

࣭高性能林業機械ࠕࢆ林業成長産業化モࣝࢹ事業交付金ࠖࡿࡼ導入ࠕࡽ林業成長産業化総
合対策補助金㸦林㔝庁㸧ࠖࡿࡼ導入変更ࡿࡍたࠊࡵ予算ࡢ組み替えࢆ行うࠋ
࣭新植事業ࡘい࡚実施要望ࡀ増加ࡋたたࠊࡵ森林ࡢ再生ಁࢆ進させࡿたࡵ増額補ṇࠋࡿࡍ

備ࠉ考

森林保全総合対策事ࠉ「118
業

日༡町林業成長産業ࠉ1558
化モࣝࢹ事業

࣭高性能林業機械ࠕࢆ林業成長産業化モࣝࢹ事業交付金ࠖࡿࡼ導入ࠕࡽ林業成長産業化総
合対策補助金㸦林㔝庁㸧ࠖࡿࡼ導入変更ࡿࡍたࠊࡵ予算ࡢ組み替えࢆ行うࠋ併せ࡚ࠊ㈈源
ࠋ行うࢆ歳入予算組み替えࡵたたࡗ࡞変更県補助金ࡽ国庫補助金ࡀ

0「 項ࠉ林業費

0「 目ࠉ林業振興費

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ ༊ࠉศ 金ࠉ額
㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

備ࠉ考

0「 項ࠉ林業費

0「 目ࠉ林業振興費

－5－



ᖹ成 30 ᖺ度ࠉ一般会計補ṇ予算医第「号)説明資料

農林水産業費ࠉ款ࠉ06

林業費ࠉ項ࠉ」0 建ࠉ設ࠉ課

林道費ࠉ目ࠉ「0 医༢位野千)

国県支出金 地方債 そࡢ他 一般㈈源

補ṇ前ࡢ額 94,000 54,116 39,500 0 384

補ࠉṇࠉ額 17,000 0 15,800 0 1,200

補ṇ後ࡢ額 111,000 54,116 55,300 0 1,584

○ 事業説明

○ 執行経費

委託料 設計༊間160=１ࠉm 17,000 千

○ ㈈源

町債㸦過疎債㸧 15,800 千

㈈ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳
༊ࠉศ 金ࠉ額 備ࠉ考

ᖹ成㸱㸮ᖺ㸱᭶ᮎ林道船通山線࠾い࡚落石ࡀ発生ࠊࡋ全面通行Ṇ࡚ࡋࡵいࠋࡿ
当該箇所周辺ࡢ山側法面ࡣ節理ࡀ激ࡋく後ྠࡶ様ࡢ崩落ࡢ恐ࡀࢀあࡿたࠊࡵ法面対策ࢆ行うたࡵ
測㔞設計ࢆ行うࠋ

1458

林道新設改良事業

事ࠉࠉࠉ業ྡࠉࠉࠉ

－6－



議案第 58 号 

 

 

財産の取得について(中型路線バス購入) 

 

 

 次のとおり、財産を取得することについて、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 96

条第 1項の規定により、本議会の議決を求める。 

 

 

   平成 30 年 6 月 22 日提出 

 

 

                                              日南町長 増 原   聡 

 

 

 

 

１．財産の内容    物品（中型路線バス 1 台） 

 

２．契約の相手方   鳥取県日野郡日南町貝原 153 番地 

                    根雨自動車整備株式会社 

代表取締役 田辺 正男 

 

３．取得価格     21,049,200 円（消費税込み） 

 

４．契約締結の方法  指名競争入札 



議案第58号資料



議案第59号

ᖹ成30ᖺ度日南町一般会計補正予算㸦第3号㸧

ᖹ成30ᖺ度日南町ࡢ一般会計補正予算㸦第3号㸧ࠊࡣ次定めࡿとࠋࡿࡼࢁࡇ

㸦歳入歳出予算ࡢ補正㸧
第㸯条 歳入歳出予算ࡢ総額歳入歳出1,516ࢀࡒࢀࡑ千円を追加しࠊ歳入歳出予算ࡢ総額を歳入歳出ࢀࡒࢀࡑ 6,454,128千円とすࠋࡿ

㸰 歳入歳出予算ࡢ補正ࡢ款項ࡢ区分及び当該区分ࡈとࡢ金額ࡽ࡞び補正後ࡢ歳入歳出予算ࡢ金額ࠕࠊࡣ第㸯表 歳入歳出予算補正ࠖ
ࠋࡿࡼ

ᖹ成30ᖺ6月22日提出

鳥取県 日南町長 増 原 聡



歳　入 㸦単位：千㸧

款 項 補正前の額 補正額 計

18 繰越金 87,117 1,516 88,633

1 繰越金 87,117 1,516 88,633

歳               入               合               計 6,452,612 1,516 6,454,128

1  (一般会計)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第 㸯 表      歳  入  歳  出　予  算  補  正



歳　出 㸦単位：千㸧

款 項 補正前の額 補正額 計

9 消防費 512,976 1,516 514,492

1 消防費 512,976 1,516 514,492

歳               出               合               計 6,452,612 1,516 6,454,128

2  (一般会計)





ᖹ成30ᖺ度日南町一般会計補正予算㸦第3号㸧関すࡿ説明書



㸯　総　括
㸦歳　入㸧 㸦単位：千㸧

款 補正前の額 補正額 計

18 繰越金 87,117 1,516 88,633

　　　　 歳          入          合          計 6,452,612 1,516 6,454,128

1  (一般会計)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書



㸦歳　出㸧 㸦単位：千㸧

補　正　額　の　財　源　ෆ　訳

款 補正前の額 補正額 計 特　　　　定　　　　財　　　　源

国 県 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

9 消防費 512,976 1,516 514,492 1,516

 歳     出     合     計 6,452,612 1,516 6,454,128 1,516

一 般 財 源

2  (一般会計)



㸰　歳　入

㸦款㸧 18  繰越金                                  㸦項㸧 1  繰越金 㸦単位：千㸧

節

区　　　　　分 金　　額

  1 繰越金 87,117 1,516 88,633   1 繰越金 1,516 前年度繰越金 1,516

　 　　計 87,117 1,516 88,633

3  (一般会計)

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明



㸱　歳　出

㸦款㸧 9  消防費                                   㸦項㸧 1  消防費 㸦単位：千㸧

補 正 額 の 財 源 ෆ 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　　　明

国県支出金 地　方　債 そ　の　他 区　　分 金　額

  1 非常備消防 18,220 1,516 19,736 1,516   9 旅費 1,443 非常備消防管理運営事務 1,516  

費  11 需用費 73

　計 512,976 1,516 514,492 1,516

節

一般財源

4  (一般会計)



・・・ 1総 務 課

一 般 会 計

6月　日南町議会定例会࠰成30

追加補正予算説明附属資料



ᖹ成 30 ᖺ度ࠉ一般会計補正予算。第3号)説明資料

費ࠉ防ࠉ消ࠉ款ࠉ09

総ࠉ務ࠉ課

。単位:千)

国県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 18,220 400 0 1,996 15,824

補ࠉ正ࠉ額 1,516 0 0 0 1,516

補正後の額 19,736 400 0 1,996 17,340

○ 事業説明

○ 執行経費

1,516 千旅費㸦費用弁償㸧等

備ࠉ考

非常備消防管理運営ࠉ1041
事務

6月10日に開催された鳥取県西部ポンプ操法大会におい࡚日野上分団がポンプ車の部࡛準優
勝ࠊ大宮分団が小型ポンプの部࡛準優勝の好成績を収め7ࠊ月1日に倉吉市࡛開催予定の鳥取県
大会への出場を決めたࠋこの結果に伴い２ࠊ分団の県大会へ向けた練習への出場手当ࠊ大会当
日の出場手当等の増額補正を行うࠋ

01 項ࠉ消ࠉ防ࠉ費

01 目ࠉ非常備消防費

事ࠉࠉࠉ業ࠉࠉࠉ名 区ࠉ分 金ࠉ額
財ࠉࠉࠉ源ࠉࠉࠉෆࠉࠉࠉ訳

－1－



陳 情 審 査 報 告 書 

 

 先に、本委員会に付託された平成３０年陳情第２号「精神障がい者の交

通運賃割引制度の適用を求める意見書提出に関する陳情書」につき、審査

の結果を報告する。 

 

 

 平成３０年６月２２日 

 

                        日南町議会   経済福祉常任委員会  

委員長   坪  倉  勝  幸 

 

日南町議会議長    村  上  正  広 様 

 

 

審査の経過及び結果 

 

本委員会は、平成３０年６月２０日に委員会を開催し、慎重審議した結果、

次の理由により 全員一致 をもって 採択 と決定した。  

 

理  由 

 精神障がい者についても他の障がい者と同様の交通運賃割引制度を適

用すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



陳 情 審 査 報 告 書 

 

 先に、本委員会に付託された平成３０年陳情第３号「地方財政の充実・

強化を求める陳情」につき、審査の結果を報告する。 

 

 

 平成３０年６月２２日 

 

                        日南町議会   総務教育常任委員会  

委員長   山  本  芳  昭 

 

日南町議会議長    村  上  正  広 様 

 

 

審査の経過及び結果 

 

本委員会は、平成３０年６月２０日に委員会を開催し、慎重審議した結果、

次の理由により 全員一致 をもって 採択 と決定した。  

 

理  由 

 国に対して、地方財政の充実を求めるのは妥当である。 

 

 

 



発議第２号 

 

精神障がい者の交通運賃割引制度の適用を求める意見書提出について 

 

 

上記の議案を、別紙のとおり会議規則第１４条第３項の規定により提出する。 

 

 

  平成３０年６月２２日 

 

 

                    日南町議会 経済福祉常任委員会 

                           委員長 坪 倉 勝 幸 

 

  



精神障がい者の交通運賃割引制度の運用を求める意見書（案） 

 

 厚生労働省は、平成１６年の精神保健福祉の改革ビジョンにおいて「入院医療から地域生

活中心へ」という基本方針を提示してきた。この方針により、これまで入院治療が中心であ

った精神障がい者の行動範囲や生活領域は拡大することとなり、公共交通機関の利用が不可

欠となってきた。 

 しかしながら精神障がい者の所得水準は極めて低く、この交通費負担は精神障がい者本人

の社会参加の機会を制限することとなり、さらに生活を支援している家族にも負担がかかっ

ている。 

 一方、障がい者の交通運賃割引について、身体障がい者の外部障がい者は昭和２５年、内

部障がい者は平成２年、知的障がい者は平成３年より実施されているが、精神障がい者の場

合は、その公共交通機関利用のニーズは他障害と何ら変わるものではないにもかかわらず、

未だ JR等の交通運賃割引制度から除外されたままになっている。 

 さらに、平成１８年１０月より精神障害者保健福祉手帳にも原則として他障害と同様に写

真を添付することとなったため本人確認も可能になり、現在では精神障がい者を交通運賃割

引制度の対象から除外する根拠もなくなったと思われる。 

 平成２６年２月に日本は国連障害者権利条約の締結国となり、平成２８年４月には障害者

差別解消法が施行された。 

 国連障害者権利条約第４条は「障害者に対する差別となる既存の法律、規則、慣習及び慣

行を修正し、又は廃止するためのすべての適当な措置をとること」「この条約と両立しない

いかなる行為又は慣行も差し控えること」、第２０条では「障害者自身が自ら選択する方法

で自ら選択する時に、かつ、負担しやすい費用で移動することを容易にすること」を明文化

し、障害者差別解消法第１条も「この法律は、障害者基本法の基本的な理念にのっとり、全

ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重ん

ぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏まえ、障害を理由と

する差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障害を理由と

する差別を解消するための措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を推進

し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性

を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とする」と定めている。 

 このように、国連障害者権利条約の締結、障害者差別解消法も施行される中で、精神障が

い者を福祉制度の対象から除外することは、日本国憲法、障害者基本法、障害者差別解消法

の理念・条文に照らしても不合理であり、このような差別的な状態を早急に解消し、精神障

がい者の負担を減らし社会参加を促すべきである。 

 

 よって、日南町議会は、精神障がい者にも他の障がい者と同等の交通運賃割引制度の適用

を強く求めるものである。 

 

以上、地方自治法９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成３０年６月２２日 

 

鳥取県日野郡日南町議会 

 

 



（提出先） 

衆議院議長  大 島 理 森 様 

参議院議長  伊 達 忠 一 様 

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 様 

国土交通大臣 石 井 啓 一 様 

厚生労働大臣 加 藤 勝 信 様 



発議第３号 

 

地方財政の充実・強化を求める意見書提出について 

 

 

上記の議案を、別紙のとおり会議規則第１４条第３項の規定により提出する。 

 

 

  平成３０年６月２２日 

 

 

                    日南町議会 総務教育常任委員会 

                           委員長 山 本 芳 昭 

 

  



地方財政の充実・強化を求める意見書（案） 

 

 ２０１９年度の政府予算、地方財政の検討にあたっては、国民生活を犠牲にする財政とす

るのではなく、歳入・歳出を的確に見積もり、人的サービスとしての社会保障予算の充実、

地方財政の確立をめざすことが必要である。このため、政府に以下の事項の実現を求める。 

 

記 

 

１．社会保障、災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減少対策など、増大する地方自治

体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総額の確保を図ること。 

２．子ども・子育て支援新制度、地域医療の確保、地域包括ケアシステムの構築、生活困窮

者自立支援、介護保険制度や国民健康保険制度の見直しなど、急増する社会保障ニーズへ

の対応と人材を確保するための社会保障予算の確保および地方財政措置を的確に行うこと。 

３．地方交付税における「トップランナー方式」の導入は、地域によって人口規模・事業規

模の差異、各自治体における検討経過や民間産業の展開度合いの違いを無視して経費を算

定するものであり、廃止・縮小を含めた検討を行うこと。 

４．災害時においても住民の命と財産を守る防災・減災事業は、これまで以上に重要であり、

自治体庁舎をはじめとした公共施設の耐震化や緊急防災・減災事業の対象事業の拡充と十

分な期間の確保を行うこと。また、２０１５年度の国勢調査を踏まえた人口急減・急増自

治体の行財政運営に支障が生じることがないよう、地方交付税算定のあり方を引き続き検

討すること。 

５．地域間の財源偏在性の是正のため、偏在性の小さい所得税・消費税を対象に国税から地

方税への税源移譲を行うなど、抜本的な解決策の協議を進めること。 

６．各種税制の廃止、減税を検討する際には、自治体財政に与える影響を十分検証した上で、

代替財源の確保をはじめ、財政運営に支障が生じることがないよう対応を図ること。 

７．地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、市町村合併の算定特例の終

了を踏まえた新たな財政需要の把握、小規模自治体に配慮した段階補正の強化などの対策

を講じること。 

８．地方交付税原資の確保については、臨時財政対策債に過度に依存しないものとし、対象

国税４税（所得税・法人税・酒税・消費税）に対する法定率の引き上げを行うこと。 

９．自治体の基金残高を、地方財政計画や地方交付税に反映させないこと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

平成３０年６月２２日 

鳥取県日野郡日南町議会 

（提出先） 

内閣総理大臣 安 倍 晋 三 様 

財務大臣   麻 生 太 郎 様 

総務大臣   野 田 聖 子 様 

経済産業大臣 世 耕 弘 成 様 

内閣官房長官 菅   義 偉 様 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策担当）   茂 木 敏 充 様 

内閣府特命担当大臣（地方創生規制改革担当） 梶 山 弘 志 様 



発議第４号 

 

介護保険制度に対する意見書提出について 

 

上記の議案を、別紙のとおり会議規則第１４条第１項及び第２項の規定によ

り提出する。 

 

平成３０年６月２２日 

 

提出者 日南町議会議員 足 羽   覚 

賛成者 日南町議会議員 山 本 芳 昭 

   同    坪 倉 勝 幸 

 

   同    荒 木   博 

 

    同    近 藤 仁 志 

 

    同    惠比奈 礼 子 

 

    同    久 代 安 敏 

 

    同    大 西   保 

 

    同    古 都 勝 人 

 

    同    福 田   稔 

 

    同    村 上 正 広 

 

 

 

 

  



介護保険制度に対する意見書（案） 

 

日南町は３４０㎢の面積を有し通所介護の送迎においてそれぞれ最大で１

時間３０分を要する地域があります。広いサービス提供地域を有し介護施設

への移動時間が多くかかるため利用者の負担が大きく、事業者は移動コスト

が過重となっています。このままでは、訪問介護事業及び通所介護サービスを

維持してゆくことが困難な状況となっています。 

急激な人口減少と広範囲でのサービス提供を行う条件不利地の介護報酬の

引き上げを強く要望するため、以下の項目について地方自治法第９９条の規

定により意見書を提出します。 

 

                 記 

 

１．訪問介護事業の特別地域加算を通所介護事業においても対象とすること。 

 

２．特別地域加算については介護報酬の１５％をさらに引き上げること。 

 

３．訪問介護事業に加え通所介護事業も特別地域加算の対象とする場合におい

て増加する被保険者の保険料は公費負担とすること。 

 

４．制度改正について事業主体となる市町村との連携を図り地域の実態に合っ

たものとするため事業者の意見を十分取り入れること。 

 

平成３０年６月２２日 

 

鳥取県日野郡日南町議会 

 

（提出先） 

衆議院議長 大島 理森 様 

参議院議長 伊達 忠一 様 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

財 務 大 臣 麻生 太郎 様 

総 務 大 臣 野田 聖子 様 

厚生労働大臣 加藤 勝信 様 

 

 



発議第５号 

 

２０２５年国際博覧会の誘致に関する決議 

 

 

上記の議案を、別紙のとおり会議規則第１４条第３項の規定により提出す

る。 

 

 

  平成３０年６月２２日 

 

 

                日南町議会 議会運営委員会 

                      委員長 古 都 勝 人 

 

  



２０２５年国際博覧会の誘致に関する決議（案） 

 

２０２５年に「いのち輝く未来社会のデザイン」をテーマとする国際博覧会を

大阪・関西が一体となって開催することは、新たな産業や観光のイノベーション

が期待できるなど、大きな経済効果をもたらすとともに、全世界に向けて圏域の

存在感を示す絶好の機会となり、極めて大きな意義がある。 

また、このような国際博覧会の開催は、圏域全体のみならず、鳥取県における

産業振興や観光文化交流等を促進するとともに、本県を訪れる外国人観光客の

増加による経済波及効果が大きく期待できる。 

よって、本町議会としても、大阪・関西における国際博覧会の開催を支持する

とともに、誘致実現に向けた国内の機運醸成など、２０２５年日本万国博覧会誘

致委員会の誘致活動を支援し、協力する。 

 

以上、決議する。 

 

平成３０年６月２２日 

 

鳥取県日南町議会 

 



 

1 

 

議 員 派 遣 の 件 

 

平成３０年６月２２日 

 

 次のとおり議員を派遣する。 

 

 

１．地域高規格道路江府三次線建設促進期成会定期総会及び勉強会 

（１） 目  的  期成目的の早期実現 

（２） 派遣場所  広島県庄原市 

（３） 期  日  ７月２日 

（４） 派遣議員  村上正広議長、福田稔副議長 

 

２．西部町村議会正副議長・局長研修会 

（１） 目  的  議会の活性化 

（２） 派遣場所  日南町内 

（３） 期  日  ７月１２日 

（４） 派遣議員  村上正広議長、福田稔副議長 

 

３．日野郡議会議員研修会 

（１） 目  的  議会の活性化 

（２） 派遣場所  日野町 

（３） 期  日  ７月１８日 

（４） 派遣議員  議員全員 

 

４．全国森林環境税創設促進議員連盟総会 

（１） 目  的  「全国森林環境税」の早期実現 

（２） 派遣場所  埼玉県秩父市 

（３） 期  間  ７月１９日～２０日 

（４） 派遣議員  村上正広議長 

 

５．主要地方道新見日南線及び一般県道神戸上新見線整備促進期成会総会 

（１） 目  的  期成目的の早期実現 

（２） 派遣場所  日南町内 

（３） 期  間  ７月２０日 

（４） 派遣議員  福田稔副議長（議長代理）、坪倉勝幸議員 



 

2 

 

６．松江安来新見間国道昇格期成同盟会総会 

（１） 目  的  期成目的の早期実現 

（２） 派遣場所  日南町内 

（３） 期  間  ７月２０日 

（４） 派遣議員  福田稔副議長（議長代理） 

 

７．横田新見間道路改良整備促進協議会総会 

（１） 目  的  期成目的の早期実現 

（２） 派遣場所  島根県奥出雲町 

（３） 期  間  ８月２日 

（４） 派遣議員  村上正広議長、坪倉勝幸議員 

 

８．市町村議会議員特別セミナー 

（１） 目  的  議員の能力向上・議会の活性化 

（２） 派遣場所  滋賀県大津市 

（３） 期  日  ８月２日～３日 

（４） 派遣議員  荒木博議員、足羽覚議員 

   

９．鳥取県町村議会広報研修会 

（１） 目  的  議会広報の充実 

（２） 派遣場所  三朝町 

（３） 期  間  ８月７日 

（４） 派遣議員  惠比奈礼子議員、足羽覚議員、近藤仁志議員、大西保議員、 

古都勝人議員、福田稔副議長 

 

10．西部町村議会議長会表彰式・研修会 

（１） 目  的  議会の活性化 

（２） 派遣場所  江府町 

（３） 期  日  ８月２１日 

（４） 派遣議員  議員全員 

 

 

 



 

 

委員会の閉会中の継続調査について 

 

 

各委員会から所掌事務について、閉会中に継続調査を要するものと決定され、会議

規則第７５条の規定により下記のとおり申し出があったので報告する。 

 

 

平成３０年６月２２日 

 

日南町議会議長 

     村 上 正 広 

 

記 

 

委 員 会 事 件 期 限 

議会運営委員会 
本会議の会期日程等議会の運

営に関する事項 

次期定例会が招集

されるまでの間 

総務教育常任委員会 

総務課、企画課、住民課、教育

委員会に属する事項及び他の

常任委員会に属しない事項の

調査 

〃 

経済福祉常任委員会 

農林課、農業委員会、建設課、

福祉保健課、保育園及び日南

病院に属する事項の調査 

〃 

議会広報常任委員会 
議会だよりの編集及び発行に

関する事項 
〃 

中心地域整備に関する調査特

別委員会 中心地域整備に関する調査 〃 

行政調査特別委員会 行政調査に関する事項 〃 

 


